
京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例（平成２５年１１月１５日京都

市条例第  号）（行財政局人事部人事課） 

政策，施策，事業等について検討する審議会等のうち，要綱等により開催さ

れているもの（以下「要綱等開催審議会等」という。）については，法律又は

条例の定めるところにより置くこととされている地方自治法第１３８条の４

第３項に規定する執行機関の附属機関（以下「附属機関」という。）に該当し，

条例により設置するべきであるとする下級審の裁判例が複数あります。 

このような状況を踏まえ，本市の附属機関及び要綱等開催審議会等のより適

正な運用を図るため，その位置付けについて見直しを行いました。 

その結果，条例に規定し，附属機関として設置することが妥当であると判断

した附属機関のうち，一部について一括してこの条例により設置するとともに，

必要な事項を定めることとしました。 

主な内容は次のとおりです。 

１ 法律又は他の条例で別に定めるもののほか，附属機関の担任する事務，委

員の任期，部会等について必要な事項を定めます。 

２ 設置期間が１年以内の附属機関については，規則に基づき設置することが

できることとします。 

   なお，上記の規則に基づき附属機関を設置したときは，その旨を市会に報

告しなければならないこととします。 

   この条例は，公布の日から施行することとしました。 
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 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例を公布する。 

  平成２５年１１月１５日 

  京都市長 門 川 大 作   

京都市条例第   号 

   京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，法律又は他の条例で別に定めるもののほか，執行機関の附

属機関の設置等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市長及び教育委員会（以下「市長等」という。）に附属機関を置き，そ

の名称，担任する事務並びに委員の定数及び任期は，別表のとおりとする。 

２ 前項の附属機関のほか，市長その他の執行機関は，その定めるところにより，

設置期間が１年以内の附属機関を置くことができる。 

３ 市長その他の執行機関は，前項の規定により附属機関を設置したときは，そ

の旨を市会に報告しなければならない。 

（委員の委嘱等） 

第３条 附属機関（前条第１項及び第２項の附属機関をいう。以下この条，次条

第１項及び第５条から第８条までにおいて同じ。）の委員は，学識経験のある

者その他それぞれの附属機関が担任する事務に応じて市長等が適当と認める者

のうちから，市長等が委嘱し，又は任命する。 

（委員の任期の特則等） 

第４条 第２条第１項の規定にかかわらず，補欠の附属機関の委員の任期は，前
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任者の残任期間とする。 

２ 第２条第１項に規定する附属機関の委員は，再任されることができる。 

（特別委員及び専門委員） 

第５条 附属機関に，特別の事項を調査し，又は審議させるため必要があるとき

は特別委員を，専門の事項を調査させるため必要があるときは専門委員を置く

ことができる。 

２ 特別委員及び専門委員は，学識経験のある者その他市長等が適当と認める者

のうちから，市長等が委嘱し，又は任命する。 

３ 特別委員は特別の事項に関する調査又は審議が終了したときに，専門委員は

専門の事項に関する調査が終了したときに，それぞれ解嘱され，又は解任され

るものとする。 

（部会） 

第６条 附属機関は，特定又は専門の事項について調査し，又は審議させるため

必要があると認めるときは，部会を置くことができる。 

２ 附属機関は，その定めるところにより，部会の決議をもって附属機関の決議

とすることができる。 

（秘密を守る義務） 

第７条 附属機関の委員（特別委員及び専門委員を含む。）は，職務上知り得た

秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，同様とする。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか，附属機関に関し必要な事項は，市長等が

定める。 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（関係条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は，廃止する。 

   京都市町名，町界変更審議会条例 

  京都市工場等集団化助成審議会条例 

  京都市美観風致審議会条例 

  京都市医療扶助審議会条例 

  京都市特別職報酬等審議会条例 

  京都市医療施設審議会条例 

  京都市交通対策審議会条例 

  京都市不動産評価委員会条例 

  京都市住宅審議会条例 

  京都市大規模小売店舗立地審議会条例 

（関係条例の一部改正） 

３ 京都市市民参加推進条例の一部を次のように改正する。 

 第７条の見出し中「審議会等」を「附属機関等」に改め，同条第１項本文中

「審議会その他の」を削り，「附属機関」の右に「の会議」を加え，「これに

類する合議体（以下「審議会等」という。）の」を「市民，学識経験のある者

等で構成する」に改め，同条第２項本文中「審議会等」を「前項」に改め，同

条第３項中「第１項」を「第１項本文」に改める。 



  第８条第１項中「審議会等」を「附属機関」に，「を委嘱する」を「の委嘱

等」に改め，同条第２項中「審議会等の委員を委嘱する」を「附属機関の委員

の委嘱等」に，「審議会等の会議」を「前条第１項の会議」に改める。 

  第１１条を第１４条とし，第１０条の次に次の３条を加える。 

（フォーラム） 

第１１条 市民参加の推進に関する事項について，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議するとともに，当該事項について市長に対し，意見を述べるため，京

都市市民参加推進フォーラム（以下「フォーラム」という。）を置く。 

（フォーラムの組織） 

第１２条 フォーラムは，委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は，公募により選任された者，学識経験のある者その他市長が適当と認

める者のうちから，市長が委嘱し，又は任命する。 

（委員の任期） 

第１３条 委員の任期は，２年とする。 

２ 公募により選任された者を除き，委員は，再任されることができる。 

４ 京都市男女共同参画推進条例の一部を次のように改正する。 

  第１６条第１項中「審議会その他の」を削り，「これに類する合議体」を「市

民，学識経験のある者等で構成する会議」に改める。 

（旧附属機関等の廃止及び新附属機関の設置に伴う経過措置） 

５ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に次の表の中欄に掲げる

附属機関又は合議体（以下「旧附属機関等」という。）にされた諮問で，この

条例の施行の際当該諮問に対する答申がされていないものは，それぞれ同表の



右欄に掲げる附属機関（以下「新附属機関」という。）にされた諮問とみなし，

当該諮問について旧附属機関等がした調査，審議その他の手続は，それぞれ新

附属機関がした調査，審議その他の手続とみなす。 

 

１

附則第２項各号（第７号

を除く。）に掲げる条例

に基づく附属機関 

別表に掲げる附属機関で中欄に掲げる附属機

関と同一の名称のもの 

２

施行日前に存する合議

体で右欄のいずれかに

相当するもの 

別表に掲げる附属機関（１の項の右欄に掲げ

るものを除く。），第２条第２項に規定する

附属機関又は附則第３項の規定による改正後 

の京都市市民参加推進条例第１１条に規定す

る京都市市民参加推進フォーラム 

（委員の任期の特例） 

６ この条例の施行の際現に従前の旧附属機関等の委員である者は，それぞれ施

行日に新附属機関の委員として委嘱され，又は任命されたものとみなす。この

場合において，その委嘱され，又は任命されたものとみなされる者の任期は，

別表に掲げる委員の任期にかかわらず，施行日における従前の旧附属機関等の

委員としてのそれぞれの任期の残任期間とする。 

（秘密を守る義務に関する経過措置） 

７ 京都市不動産評価委員会の委員であった者については，この条例による廃止

前の京都市不動産評価委員会条例第６条第２項の規定は，この条例の施行後も，

なおその効力を有する。 

別表（第２条関係） 



 １ 市長の附属機関 

 名  称   担 任 す る 事 務 委員の定数 委員の任期 

京 都 市 市 民

協 働 発 電 制

度 運 営 主 体

選定委員会 

京都市市民協働発電制度に係る運

営主体の選定に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，審議する

こと。 

５ 人 以 内 

委嘱又は任

命の日から

その日の属

する年度の

末日まで 

京 都 市 特 別

職 報 酬 等 審

議会 

市会議員の議員報酬の額並びに市

長及び副市長の給料の額に関する

事項について，市長の諮問に応じ，

調査し，及び審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 市 不 動

産 評 価 委 員

会 

本市が取得し，売り払い，又は交

換しようとする不動産の価格に関

する事項について，市長の諮問に

応じ，調査し，及び審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 市 ネ ー

ミ ン グ ラ イ

ツ 審 査 委 員

会 

ネーミングライツ（本市の施設等

の通称を命名する権利をいう。）

を付与する契約の相手方及び命名

する通称の選定に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

７ 人 以 内 ２ 年 

京 都 市 契 約

審査委員会 

本市が実施する入札及び締結する

契約に関する事項について，市長

の諮問に応じ，調査し，及び審議

するとともに，当該事項について

市長に対し，意見を述べること。 

 

５ 人 以 内 ２ 年 



    

京 都 市 市 民

憲 章 推 進 者

表彰審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

４０人以内 １ 年 

京 都 市 市 民

憲 章 推 進 会

議 

京都市市民憲章を推進するための

目標に関する事項について，市長

の諮問に応じ，審議すること。 

２０人以内 ２ 年 

 

京 都 市 多 文

化 施 策 懇 話

会 

地域における多文化共生（国籍，

民族等の異なる人々が，互いの文

化的差異を認め合い，対等な関係

を築こうとしながら，地域社会の

構成員として共に生きていくこと

をいう。）の推進に関する事項に

ついて，市長の諮問に応じ，調査

し，及び審議すること。 

１２人以内 ２ 年 

京 都 市 国 際

化 推 進 プ ラ

ン 点 検 委 員

会 

京都市国際化推進プランに掲げる

施策の進捗状況及び本市の国際化

のための取組に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

５ 人 以 内 ２ 年 

京都市町名，

町 界 変 更 審

議会 

町名の改称及び町の区域の変更に

関する事項について，市長の諮問

に応じ，調査し，及び審議するこ

と。 

１６人以内 ２ 年 

京 都 市 文 化

功 労 者 審 査

京都市文化功労者の被表彰者の選

考に関する事項について，市長の １０人以内 ２ 年 



会 諮問に応じ，審議すること。 

京 都 市 芸 術

新人賞・京都

市 芸 術 振 興

賞 選 考 委 員

会 

京都市芸術新人賞及び京都市芸術

振興賞の被表彰者の選考に関する

事項について，市長の諮問に応じ，

審議すること。 

１２人以内 ２ 年 

京 都 市 芸 術

文 化 特 別 奨

励 制 度 審 査

委員会 

京都市芸術文化特別奨励制度の奨

励者の選考に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，審議する

こと。 

２０人以内 ２ 年 

京 都 市 外 来

種 チ ュ ウ ゴ

ク オ オ サ ン

シ ョ ウ ウ オ

対策検討会 

外来種であるチュウゴクオオサン

ショウウオに係る対策及び特別天

然記念物であるオオサンショウウ

オの保存計画の策定に関する事項

について，市長の諮問に応じ，調

査し，及び審議すること。 

５ 人 以 内 ２ 年 

京 都 を 彩 る

建 物 や 庭 園

審査会 

京都を彩る建物や庭園の選定に関

する事項について，市長の諮問に

応じ，審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 岡 崎 の

文 化 的 景 観

保 存 計 画 策

定委員会 

岡崎界わいの文化的景観を保存す

るための計画の策定に関する事項

について，市長の諮問に応じ，調

査し，及び審議すること。 

６ 人 ２ 年 

 

京 都 を つ な

ぐ 無 形 文 化

 

京都をつなぐ無形文化遺産の選定

に関する事項について，市長の諮

 

２０人以内 

委嘱の日か

ら１年以内

において市



遺産審査会 問に応じ，審議すること。 長が定める

日まで 

京 都 市 元 離

宮 二 条 城 保

存 整 備 委 員

会 

元離宮二条城の保存，整備，管理

及び運営に関する事項について，

市長の諮問に応じ，調査し，及び

審議するとともに，当該事項につ

いて市長に対し，意見を述べるこ

と。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 ス ポ ー 

京都スポーツの殿堂に関し，殿堂

入りさせるべき者の選考及び殿堂

入りした者による講演会，スポー 

  

ツ の 殿 堂 委

員会 

ツ教室等の実施に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 市 大 規

模 小 売 店 舗

立地審議会 

大規模小売店舗の立地に関する事

項について，市長の諮問に応じ，

調査し，及び審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 市 工 場

等 集 団 化 助

成審議会 

工場等集団化助成に関する事項に

ついて，市長の諮問に応じ，調査

し，及び審議すること。 

１０人以内 １ 年 

京 都 市 帰 宅

困 難 者 観 光

地 対 策 協 議

会 

大規模な地震その他の災害が発生

したことに伴う公共交通機関の停

止，道路の通行止め等の影響によ

り帰宅が困難となる観光客等の避

難誘導等の手法等に関する事項に

ついて，市長の諮問に応じ，審議

するとともに，当該事項について 

３５人以内 

委嘱又は任

命の日から

その日の属

する年度の 

末日まで 



 市長に対し，意見を述べること。   

京 都 市 大 規

模 国 際 コ ン

ベ ン シ ョ ン

誘 致 対 象 選

定委員会 

誘致すべき大規模国際コンベンシ

ョンの選定に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

５ 人 以 内 ３ 年 

京 都 市 福 祉

有 償 運 送 運

営協議会 

福祉有償運送を行うための登録の

申請等に関する事項について，市

長の諮問に応じ，審議すること。 

１２人以内 ２ 年 

京 都 市 医 療 

生活保護法による保護を必要とす

る状態にある者の入院の要否及び

医療の給付に関する事項につい １５人以内 １ 年 

扶助審議会 て，市長の諮問に応じ，審議する

こと。 

  

京 都 市 高 齢

者 施 策 推 進

協議会 

高齢者福祉施策の推進に関する事

項について，市長の諮問に応じ，

審議すること。 

３５人以内 ３ 年 

京 都 市 予 防

接 種 健 康 被

害 調 査 委 員

会 

定期又は臨時の予防接種による健

康被害に関する事項について，市

長の諮問に応じ，調査し，及び審

議すること。 

８ 人 以 内 ３ 年 

京 都 市 結

核・感染症発

生 動 向 調 査

委員会 

感染症の発生状況等に係る情報収

集に関する事項について，市長の

諮問に応じ，審議すること。 

３０人以内 ２ 年 

京 都 市 小 児

慢 性 特 定 疾 

小児慢性特定疾患の治療及び研究

の助成に関する事項について，市 １０人以内 ２ 年 



患 対 策 審 査

会 

長の諮問に応じ，審議すること。 
  

京 都 市 食 品

衛 生 責 任 者

養 成 講 習 会

選定委員会 

食品衛生責任者が受講すべき講習

会の実施に係る事業者の選考に関

する事項について，市長の諮問に

応じ，審議すること。 

５ 人 以 内 ２ 年 

京 都 市 医 療

施設審議会 

本市が設置する医療施設の運営の

基本方針に関する事項について，

市長の諮問に応じ，審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 市 駅 周

辺 等 に ふ さ

わ し い 都 市

機 能 検 討 委

員会 

駅の周辺等における都市機能の集

積及び充実に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，審議する

こと。 

６ 人 

委嘱の日か

らその日の

属する年度

の末日まで 

京 都 市 美 観

風致審議会 

市街地の美観及び都市の風致の維

持，伝統的建造物群の保存その他

都市景観の維持及び向上に関する

事項について，市長又は教育委員

会の諮問に応じ，調査し，及び審

議すること。 

２２人以内 ２ 年 

京 都 景 観 賞

審査委員会 

京都景観賞の選考に関する事項に

ついて，市長の諮問に応じ，審議

すること。 

１１人以内 

委嘱の日か

らその日の

属する年度

の末日まで 

 

京 都 市 構 造

基 準 適 合 性 

建築物その他の工作物の構造耐力

に係る法令（条例及びこれに基づ

く規則を含む。）で定める基準に ７ 人 以 内 ３ 年 



調査委員会 対する適合性に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

  

京 都 市 京 北

区 域 過 疎 地

有 償 運 送 運

営協議会 

京北区域（旧京北町の区域の編入

の日前の同町の区域をいう。）の

住民の生活に必要な旅客輸送を確

保するための過疎地有償運送に関

する事項について，市長の諮問に

応じ，審議すること。 

１５人以内 ３ 年 

京 都 市 雲 ケ

畑 区 域 公 共

交 通 検 討 協

議会 

雲ケ畑区域（北区役所雲ケ畑出張

所が所管する区域をいう。）の住

民の生活に必要な旅客輸送の確保

その他の旅客の利便の増進を図る

ための一般旅客自動車運送事業に

関する事項について，市長の諮問

に応じ，審議すること。 

２０人以内 ３ 年 

京 都 市 住 宅

審議会 

市営住宅の管理，民間住宅の利用

及び活用その他の市民の住生活の

安定及び向上に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 市 京 都

高 速 道 路 検

証 専 門 委 員

会 

京都高速道路（工事が完了してい

るものを除く。）の有すべき機能

及びその建設により見込まれる効

果に係る検証に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

８ 人 以 内 １ 年 



    

 

京 都 市 都 市

緑化審議会 

本市の都市緑化，公園及び緑地に

関する事項について，市長の諮問

に応じ，調査し，及び審議すると 

 

１５人以内 

 

３ 年 

 
ともに，当該事項について市長に

対し，意見を述べること。 
  

京 都 市 稲 荷

山 ト ン ネ ル

安 全 対 策 委

員会 

稲荷山トンネル周辺の環境の保全

に関する事項について，市長の諮

問に応じ，調査し，及び審議する

とともに，当該事項について市長

に対し，意見を述べること。 

１６人以内 ２ 年 

京 都 市 北 区

市 民 憲 章 推

進 者 表 彰 審

査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（北区の住民に係るも

のに限る。）に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 上 京

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（上京区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 左 京

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（左京区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 中 京 京都市市民憲章推進者表彰の被表   



区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

彰者の選考（中京区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 

 

１ 年 

 

京 都 市 東 山

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（東山区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 山 科

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（山科区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 下 京

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（下京区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 南 区

市 民 憲 章 推

進 者 表 彰 審

査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（南区の住民に係るも

のに限る。）に関する事項につい

て，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 右 京

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（右京区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ 

 

１５人以内 

 

１ 年 



審査会 いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 
  

京 都 市 西 京

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（西京区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 伏 見

区 市 民 憲 章

推 進 者 表 彰

審査会 

京都市市民憲章推進者表彰の被表

彰者の選考（伏見区の住民に係る

ものに限る。）に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

京 都 市 大 規

模 災 害 時 に

お け る 帰 宅

困 難 者 対 策

に 係 る 事 業

所 対 策 協 議

会 

大規模な地震その他の災害が発生

したことに伴う公共交通機関の停

止，道路の通行止め等の影響によ

り帰宅が困難となる者に係る対策

として，一定の規模を有する事業

所を対象とし，業態に応じた指針

の策定に関する事項について，市

長の諮問に応じ，審議すること。 

１ ０ 人 

委嘱又は任

命の日から

その日の属

する年度の

末日まで 

京 都 市 自 動

車 運 送 事 業

管 理 の 受 委

託 の 受 託 者

選定委員会 

自動車運送事業の管理の受委託に

係る受託者の選定に関する事項に

ついて，市長の諮問に応じ，調査

し，及び審議すること。 

１０人以内 

委嘱又は任

命の日から

その日の属

する年度の

末日まで 

京 都 市 高 速

鉄 道 事 業 駅

職 員 業 務 受

高速鉄道事業の駅職員の業務の一

部に係る受託者の選定に関する事

項について，市長の諮問に応じ，

 

５ 人 以 内 

委嘱又は任

命の日から

その日の属



託 事 業 者 選

定委員会 

調査し，及び審議すること。 する年度の

末日まで 

京 都 市 上 下

水 道 局 水 道

施 設 整 備 費

国 庫 補 助 事

業 に 係 る 事

前 評 価 第 三

者委員会 

水道施設整備費に係る国庫補助事

業に関し京都市上下水道局公共事

業庁内評価委員会が実施する事前

評価の方法，結果及び対応方針に

関する事項について，市長の諮問

に応じ，調査し，及び審議するこ

と。 

５ 人 以 内 １ 年 

２ 教育委員会の附属機関 

名  称 担任する事務 委員の定数 委員の任期 

京 都 市 教 員

指 導 力 判 定

委員会 

指導が不適切な教諭等に対する

指導改善研修に関する事項につ

いて，教育委員会の諮問に応じ，

調査し，及び審議すること。 

１０人以内 ２ 年 

京 都 市 小 学

校 教 科 書 選

定委員会 

小学校で使用する教科書の選定

に関する事項について，教育委員

会の諮問に応じ，調査し，及び審

議すること。 

１２０人以

内 
６ 箇 月 

京 都 市 中 学

校 教 科 書 選

定委員会 

中学校で使用する教科書の選定

に関する事項について，教育委員

会の諮問に応じ，調査し，及び審

議すること。 

１１０人以

内 
６ 箇 月 

京 都 市 高 等

学 校 教 科 書

選定委員会 

高等学校で使用する教科書の選

定に関する事項について，教育委

員会の諮問に応じ，調査し，及び

審議すること。 

５０人以内 ６ 箇 月 



    

京 都 市 総 合

支援学校・育

成 学 級 教 科

書 選 定 委 員

会 

総合支援学校並びに小学校及び

中学校の育成学級で使用する教

科書の選定に関する事項につい

て，教育委員会の諮問に応じ，調

査し，及び審議すること。 

４０人以内 ６ 箇 月 

京 都 市 就 学

指導委員会 

障害があると思われる入学予定

者並びに障害のある学齢児童及

び学齢生徒の適切な就学指導に

関する事項について，教育委員会

の諮問に応じ，調査し，及び審議

すること。 

７０人以内 １ 年 

京 都 市 立 総

合 支 援 学 校

高 等 部 入 学

指導委員会 

京都市立総合支援学校高等部に

入学を希望する者の入学に関す

る事項について，教育委員会の諮

問に応じ，調査し，及び審議する

こと。 

４５人以内 

委嘱又は任

命の日から

その日の属

する年度の

末日まで 

京 都 市 立 学

校 結 核 対 策

委員会 

京都市立学校における結核に対

する対策に関する事項について，

教育委員会の諮問に応じ，調査

し，及び審議すること。 

１５人以内 １ 年 

 

（行財政局人事部人事課） 

 

 

 


